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日本郵政グループにおける経営力創成への対応策
-改正郵政民営化法施行と新たな組織マネジメントー
Implications for Japan Post Group's Creative Management 
Ability: New Postal Service Privatization Law and Newly Adopted 
Corporate Management 
東洋大学経営力創成研究センター研究員石井晴夫
要旨
2012年4月27日、民主党 ・自民党 ・公明党が議員立法として共同で提出した
「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案」が2012年4月27日の参議院本
会議で可決・成立した。郵政事業の民営・分社化から 5年を経過して、顧客サー
ビスの低下や縦割り組織の弊害を改善すべく 、よ うやく見直しが図られることに
なった。今回の改正郵政民営化法の施行を受けて、日本郵政グルーフ。はようやく
新たなステージに立つことができた。既存の郵政三事業はもとより、顧客の満足
度が高められる新規事業の創設なども早期の実現が待たれているのである。
キーワード (Keywords):改正郵政民営化法 (NewPostal Service Privatization 
Law)、郵便局ネ ットワーク (PostOffice Network)、会社統合 (Corporate
Integration)、ユニバーサル ・サービス (UniversalService) 
Abstract 
A legislative bil to revise parts of Postal Service Privatization Law 
submitted together by House members of the Democratic Party， the Liberal 
Democratic Party， and the Komei Party was approved and put into action in 
the Upper House plenary session on April 27， 2012. Five years have passed 
since the privatization and splitting up of the postal services and its spin-off 
groups. A review of changes implemented within the previously vertically 
organized corporation， as well as a review of any perceived improvements to 
customer service， will frnally occur. As a result of the enforcement of the 
revised Postal Service Privatization Law， the Japan Post Group will now be 
able to be seen anew. Finally， the newly reformed Japan Post Group needs to 
continue to expand their services in order to continue to see increases in 
customer satisfaction. 
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1 .郵政改革の必要性と改正法案の成立
2007年 10月 1日に郵政事業の民営・分社化が施行され、 5年が経過した。郵
政民営化法によって、従来の日本郵政公社の 1社体制を縦・横に分離・独立させ
る 「垂直分離」と 「水平分離」が同時に行われたことにより、会社聞の取引は複
雑になり、内部調整等に時間を要するとともに、間接部門に多くの経営資源を投
入することになった。これにより、スピーディーな事業展開や経営管理が難しく
なるなど、日本郵政グ、ルーフ。が有する 「経営力」を十分発揮できないでいた。
こうしたことは顧客サービスの低下にもつながり、各社で連携して提供するは
ずの商品やサービスは縦割りの弊害によって混乱をきたすなど、民営化によって
提供されるはずの“サービスの向上"や“新規ビジネスの展開"はほとんど実現
されていないのが現状で、あった。さらに、分社化以降、郵政事業の現場で働く社
員の労働環境は急速に悪化してきており、経営効率化のために人件費等が大幅に
削減された結果、社員の業務量は増加している。そのため郵便配達員の接遇レベ
ルの低下も指摘されており、フロントラインで働く社員の意識改革の向上策は喫
緊の課題である。
郵便局がこれからも地域密着経営によって地域社会の安心・安全を担い、郵政
事業に携わる社員もかつてのように仕事に対する“誇り"と“自信"を取り戻す
ためには、郵政民営化法の枠組みを見直し、新ししホE繊マネジメントの導入が必
要とされていた。こうした中で、民主党・自民党・公明党が議員立法として共同
で提出した 「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律案Jが 2012年 4月 27
日の参議院本会議で可決し成立したのである。郵政民営 ・分社化から 5年でよう
やく見直しが図られることになり、日本郵政クソレーフ。は同年 10月 1日に新たな
札織形態としてスター卜したのである。
2. 改正郵政民営化法の内容
今回改正された郵政民営化法では、縦割りサービスの弊害の要因となっていた
「郵便局会社」と「郵便事業会社Jを合併させることで、経営の効率化を促進さ
せ、重複した間接部門の無駄をなくし、利用者利便の向上を図ることが主眼とな
っている。図表1は、改正郵政民営化法に基づく会社統合の概念図をみたもので
ある。
郵便局会社と郵便事業会社の統合のメリットとして、第 1に挙げられるのは、
郵政事業における 「規模の経済性J(economies of scale)や 「範囲の経済性」
(economies of scope)、さらには 「ネットワークの経済性J(economies of 
network)を発揮させることである 1。すなわち、 三事業一体で各事業を補完・支
援しながら事業展開を行うことにより、単位当たりのコストは総じて低下し、利
益率の向上が図られるのである。同時に、郵便局ネットワークを活用することに
よって、グ、ルー フ。各社で、異なる商品やサービスを郵便局のワンカウンターで取り
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扱うことにより、それぞれの商品やサービスを別々に行う時よりもはるかに効率
的で広範囲に提供できることになる。
第2は、東日本大震災で立証された災害時における郵政社員の被災者支援と災
害復旧 ・復興への取組みを迅速化することである。日本郵政グルーフ。は、東日本
大震災で、甚大な被害を被ったが、現場で働く局長や社員は自らが被災者であるに
もかかわらず、本社 ・支社との連携により、震災の発生当初から被災者支援と復
旧・復興に取り組んでいる。しかし、分社化によって、災害対応の面においても
さまざまな障害が顕在化しており、一刻も早い分社化の弊害を除去することが求
められていた。
図表1 改正郵政民営化法に基づく会社統合の概要
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第3は、郵政事業における「ビジネス・リエンジニアリンク、、J(Business Process 
Reengineering : B P R)を推進することである。ビジネス・リエン、ジニアリン
グとは、郵政事業において実施された分社化などのように、専門的に分業・分社
化された高田哉形態に対する反省から生まれた考え方で、ある。専門的な分業・分社
化は、ビジネス環境が激変する場合などにおいては内部調整等に時間を要し、ス
ピーディーかっ戦略的な対応が困難となるケースもある。従って、そのような場
合には、フ。ロセス重視の非~織改革を抜本的に進め、市場競争の中で事業を再構築
(リエンジニアリング)するというのが基本的な考え方である 2。
周知のとおり、郵便・貯金・保険の各事業については、市場構造の変化や民営
化のスキームの問題など、さまざまな社会的・政治的要因などにより、郵便物数、
貯金残高、保険契約件数のいずれにおいても右肩下がりになっている。従って、
クcルーフ。経営の総力を結集して、各事業の再構築を図らなければ、三事業ともに
衰退の道を辿ることにもなりかねない。このことから、日本郵政グループとして
「シナジー効果J(相乗効果)を最大限発揮できる幕目哉マネジメントの導入が喫緊
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の課題である。
第4は、お客様サービスのさらなる向上を図ることである。民営・分社化によ
ってダウンしたサービス水準をどのようにしたら引き上げられるのかを、利用者
の視点に立脚して考えなければならない。郵政三事業に対する利用者ニーズは、
地域性によっても異なっている。郵政三事業は、 ユニバーサルサービスを基本と
しつつ、地域の実情に合ったサービス展開も必要とされている。
第5は、郵政社員にとって働きやすく、夢のある職場づくりを実現することで
ある。最近では、従業員満足度 (ES : Employees Satisfaction)の向上なくし
て、お客様満足度 (CS : Customer Satisfaction)の向上はあり得ないと、多く
の企業がESの向上に取り組んでいる 3。日本郵政グルーフ。の場合、三事業一体
の強みを活かした社員研修や人事交流が求められており、そこには郵政事業の公
益性を志向した取り組みが必要である。
今回の郵便局会社と郵便事業会社との統合を契機に、現状の経営システムをよ
り効率的かっ効果的な経営へと改善するためには、この統合のメリットを享受し、
事業の立て直しゃ収益構造の強化を図らなければならない。
図表2 日本郵便株式会社の主要業務の内容
-ゅうちょ銀行代理業務
①通常貯金
②定額貯金
③定期貯金
④掻替業務
⑤国債
⑥投資償提
⑦為替(通常通替、定額小為替)
⑧外国為替
出典)日本郵便株式会社『郵政事業の現況等及びその他取組について』より作成.
一方、 日本郵政グルーフ。における 2012年(平成24年)3月期連結決算は、経
常収益が 16兆6，614億円(対前年度比4.6%減)、経常利益が 1兆1，768億円(対
前年度比 23.0%増)、当期弁屯利益が 4.689億円(対前年度比 11.9%増)の減収・
増益で、あった。この内、経常利益を押し上げたものとしては、人件費の削減と東
日本大震災関係積立金の払戻金である。これがなければ大幅な減益であり、来期
の通期見通しでも経常利益を 9，900億円、当期純利益が 4，500億円と低めに予測
している。このように、日本郵政グループ。の経営状況は悪化の一途を辿っており、
『経営力創成研究』第 9号， 2013 
こうした構造上の問題を抱えつつ、一定の制約条件の下でこれからも事業を運営
してし、かなければならず、日本郵政グノレーフoの経営の舵取りは難しい局面を迎え
ている。
とりわけ日本郵政グルーフ。における収益性の高い「新規事業」への進出は、持
続可能な経営を実現するために避けては通れない。内外の経営環境が大きく変化
している中で、日本郵政グ、ルーフ。の基本となる 「ドメインJ(事業領域)も変化さ
せなければならないのは必然である。特に、その「ミッションJ(経営理念)を実
現するための「経営の自由度」は必要不可欠で、ある。図表2は、統合後の日本郵
便(株)の主要業務の内容をまとめたものである。
3.郵便局ネットワークの維持とその活用
郵政事業の大きな特徴の一つは、全国津々浦々に設置されている小規模郵便局
の役割である。全国の郵便局の約半数は2'"'-'3名で営んでいる郵便局であるが、
ここでは三事業一体経営によって設備 ・人員の効率化を実現しており 、そのこと
が過疎地も含めた郵便局の設置を可能にしている。つまり、郵便 ・貯金・保険の
どれが欠けても、郵便局ネットワークは維持することができないのである。以上
のことから、郵便局で三事業を一体的に提供するという今日の郵政事業のビジネ
スモデ、/レは国民負担が最も小さいものであると評価できる。
日本郵便株式会社法第 6条第 1項では、 「会社は、総務省令で定めるところに
より、あまねく 全国において利用されることを旨として郵便局を設置しなければ
ならない。」 と明記されているが、今後、小規模郵便局を含む全国の郵便局ネット
ワークを将来にわたってし、かに維持し、どのような機能と役割を発揮させるのか
は、郵政事業が将来にわたり発展する事業と成り得るかの極めて重要な要素とな
っている。この点、今回の改正法においては、日本郵政株式会社法第5条第1項
で「会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び
債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡
便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるよ
うにする責務を有する。」として、 三事業一体で、のユニバーサルの提供義務が明確
に規定されている。また、サービス提供体制としては、郵便局の設置義務が引き
続き課されている。このような意味で、郵便局ネットワークを維持しつつも、面
的な提供体制が継続して行われる制度設計となっているものと考えられる。
すでに民間金融機関の居舗が撤退したり、また民間庖舗があったとしても、中
心部にしか存在しないような地域では、改正郵政民営化法により、国民生活に必
要不可欠な郵便 ・貯金・保険の三事業が引き続き利用することができるようにな
る。これにより、郵便局は今後も地域のセーフテイネットとしての役割を果たす
とともに、地域活性化にも寄与するものと期待されている。
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4.ユニバーサルサービスの確保と市場競争への対応
金融のユニバーサルサービスに関しては、持株会社である 「日本郵政株式会社」
と統合後の 「日本郵便株式会社」の双方に対して、法律によりその提供を義務づ
けられている。つまり、 「郵政民営化法等の一部を改正する等の法律」では、第7
条の 2(郵政事業に係る基本的な役務)において、 「日本郵政株式会社及び日本郵
便株式会社は、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに
簡易に利用できる生命保険の役務が利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体
的に利用できるようにするとともに将来にわたりあまねく全国において公平に利
用できることが確保されるよう、郵便局ネットワークを維持するものとする。」 と
規定されている 40
また、第 2項では、「郵便局ネットワークの活用その他の郵政事業の実施に当
たっては、その公益性及び地域性が十分に発揮されるようにするものとする。」と
定められており、さらに、第 7条の 3において、「政府は、前条に規定する責務
の履行の確保が図られるよう、必要な措置を講ずるものとする。」 と規定されてい
る。
これにより、過疎地を含む地方においても、郵便 ・貯金 ・保険といった国民生
活に必要不可欠な基本的サービスの提供が保証され、安心して生活できる基礎が
作られることになったのである。しかし、ユニバーサルサービスを提供するため
のコストは、「政府は、前条に規定する責務の履行の確保が図られるよう、必要な
措置を講ずるものとする。」とだけ述べているにすぎず、最終的には、郵政事業全
体の財務の中から日本郵政(株)が調達し、自らの力量で資金手当てを行うことに
なるのである 50
図表3 日本郵政グループ・ビジョン2021によるミッション概念図
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出典) 日本郵政株式会社『郵政グ、ループ ・ビジョン202U より作成。
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さらに、銀行法、保険業法が全面的に適用されるゅうちょ銀行及びかんぽ生命
保険(金融2社)に対する「上乗せ規制」については、政府の間接関与の度合い
に応じて規制を緩和する内容となっている。しかし、民営化後の日本郵政グルー
プの経営 ・財務内容は極めて厳しい状況に置かれており、持株会社の株式売却等
を待つての新規事業への進出は手遅れの感が否めない。とりわけ、利用者ニーズ、
とマーケットに即応した新規業務への各般の配慮は極めて重要であるものと考え
られる。
以上の改正により、民営 ・分社化によってサービスが低下したとしづ国民の声
に応えつつ、地元の郵便局の将来に対する国民の不安を少しでも解消するととも
に、日本郵政グループ。の経営陣が明確な経営方針を示し、局長や社員が一丸とな
って経営やサービスの向上を目指すことができるのである。併せて、日本郵政グ
ノレーフ。各社が企業価値の向上を図りつつ、政府保有株式の売却によって復興財源
を確保することなどが可能になるのである。
日本郵政グループ。は、2012年 10月1日の改正郵政民営化法の実施に合わせて、
「郵政グ、ルー プ・ビジョン 2021Jを発表した。ここでは創業 150周年に向けて、
低迷する郵政三事業の経営を抜本的に改革するさまざまな施策の展開が具体的に
示されている。特に、今後の日本郵政グループ。が提供するサービスのコンセプト
を 「総合生活支援企業グループ」の創造と位置づけた上で、既存の三事業を活か
しつつ、従来の事業ドメイン(領域)にとどまらない斬新な施策を打ち出したこ
とは、郵便局の持続的な成長 ・発展を実現するとしづ意味においても意義深いこ
とといえよう。図表 3は、日本郵政グ、/レーフ。における「ビジョン 2021Jによる
ミッションの概念図を示したものである。
5. ビジョン2021に基づく経営理念の浸透
同ビジョン 2021では、日本郵政グループ各社の企業価値を高めるためにグル
ープ経営を一層推進させ、グループ。が一体となって顧客のライフステージに適応
した商品やサービスを生涯にわたってきめ細かく提供し、安全で安心でき、かっ
快適で豊かな生活を享受できるよう、顧客と地域をサポー卜するとしている。具
体的には、郵便事業、銀行事業、保険事業、新規事業、地域・社会貢献への取組
みを5つの柱に据え、その中で直面する経営課題への具体的な取組み方策を明ら
かにするとともに、 「サー ビス」、「マネジメントJ、「社風」の3つの改革を縦軸に、
「みがく」、「ひろげる」、 「つなげるJを横軸として、マトリックス的に相互に関
連しながら、早急に取り組まなければならない課題と対応策を明示している。
今後、このビジョン 2021が速やかに実施 ・推進されるか否かは、日本郵便株
式会社の「経営理念J(mision)と「目指すべき方向性J(vision)を、日本郵政
グループ。の全社員で、共有で、きるかどうかにかかっていると言っても過言ではない。
同社の経営理念をみると、 「日本郵便は、全国津々浦々の郵便局と配達網等、その
機能と資源を最大限に活用して、 地域のニーズ、にあったサービスを安全、確実、
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迅速に提供し、人々の生活を生涯にわたって支援することで、触れ合いあふれる
豊かな暮らしの実現に貢献します 」として、地域社会における郵便局の役割を改
めて宣言していることがわかる。そしてこの経営理念を具現化するため、日本郵
政グルー フ。で、は 「①郵便、貯金、保険の郵政の基幹サービスを将来にわたりあま
ねく全国で提供する。(I社会の変化に的確に対応し生活を豊かにする革新的なサ
ービス提供に挑戦する。③企業ガパナンスを確立し、コンブライアンスを徹底す
ることにより、企業としての社会的責任を果たす。④お客様から愛され、地域か
ら信頼、尊敬されるよう、社員一人ひとりが成長し続ける。」と訴えている。これ
は 118026000J (社会的責任に関する手引き)に基づく“自己(適合)宣言"に
も匹敵するものであるといえよう 60
日本郵政グループ。の経営課題について述べると、郵便、貯金、保険の事業につ
いては、市場構造の変化や社会的要因などにより、郵便物数、貯金残高、保険契
約件数のいずれにおいても右肩下がりになっている(図表 4、図表 5及び図表 6
参照)。日本郵政グループ。はこうした構造上の問題を抱えつつ、 一定の制約条件の
下で事業を運営してし、かなければならず これらをどのように解消していくのか
が大きな課題である。とりわけ「新規事業J7への進出は、日本郵政グループ。の
持続可能な経営を実現するために避けて通れず、内外の経営環境が大きく変化し
ている中で、企業の基本となる事業領域も変化・成長させなければならないのは
必然である。今回の改正法においては、「三事業一体によるユニバーサルサービス
の提供Jが会社に義務付けられており、その 「ミッションJ(経営理念)を実現す
るためには 「経営の自由度」は必要不可欠である。今回の局会社と事業会社との
統合を契機に、現状の経営システムをより効率的かっ効果的な経営にもっていく
ためには、この統合のメリットを十分に享受し、事業の立て直しゃ収益構造の強
化を実現することが極めて重要である。
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図表4 最近の郵便物等引受物の推移(半期ベース)
〈信通〉
110 
100 
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60 
50 
2∞8/9 2.009/9 2.010/9 2.01119 2.012/9 
出典)郵便事業会社 『平成25年3月期中間決算の概要』 より作成。
図表5 ゅうちょ銀行の貯金残高の推移
。邑円〉
190 
1且5
180 
:175 
170 
:165 
:160 
注)貯金残高は未払し、利子を含めたものである。
出典)ゅうちょ善良行 『平成25年3月期中間決算の概要』 より作成。
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図表6 かんぽ生命の保有契約件数の推移
注)受再は、かんぽ生命が受再している簡易生命保険契約のことである。
出典)かんぽ生命 『平成25年3月期中間決算の概要』より作成。
5. 今後の課題と展望
雌受再
輔tJ'、/..1三ま
日本郵政グループ。の厳しい経営状況を立て直すためには、国営時代から今日ま
で、郵政事業が培ってきた「イ言頼性」と「安心・安全性」をさらに高め、グループ。
各社が提供する商品やサービスの価値を向上させる以外に方法はないのである。
今回の改正法によってようやくスタート台に立つことができ、すでに述べたよう
に、顧客の満足度が高められる新規事業の創設については、一日も早い実現が待
たれている。日本郵政グループ。の総力を結集した“かゆい所に手が届く総合生活
支援サービ、ス"の進展は待ったなしである80
かつての日本の郵便局制度は、世界にも類をみない最も成功したビジネスモデ
ルで、あった。その理由は、小規模郵便局による地域密着の「三事業一体経営」に
よるところが大きかった。地域によっては、郵便・貯金・保険の窓口としづ本来
の機能の他に、情報の発信源として、またコミュニティの拠点として、地域の郵
便局は極めて重要なものであり、社会インフラの一面も担っている。「地方の時代J
と言われている今日、今後とも地域の活性化や地方での安心・安全で便利な生活
を実現していくためには、このコミュニティの拠点としての郵便局の存在は不可
欠であると考える。
今後は、「国民共有の財産」である郵政事業、そしてラストリゾートとしての「地
域の郵便局」をし、かに維持していくのか、そのためにはユニバーサル・サービス・
コストをどのように負担し賄っていくのかを、日本郵政はもとより政府・国民が
一体となって考えなければならない。同時に、日本郵政グルーフ。の経営陣は、ビ
ジョン 21に基づいてこの大きなポテンシャルを有する郵便局ネットワークの活
用方策を具現化し、常に利用者や地域住民の立場に立って利便性豊かなサービス
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提供を行ってし、かなければならない。さらに、小規模郵便局が得意とする「地域
密着経営」によって、地域の実情に合った商品やサービスを提供することも必要
であろう。いずれにしても、郵政事業を取り巻く経営環境が一段と厳しさを増す
中で、日本郵政グ、ルーフ。各社は新たなビジネス・プランニングを策定し、速やか
に実行に移すとともに、経営の効率化や新しいサービスの積極的な展開によって、
郵便局とりわけ郵政事業全体の企業価値の向上を図ることが求められている。
l 石井晴夫、武井孝介 (2003)~郵政事業の新展開』郵研社、 pp. 104~156 参照。
三詳しくは、MichaelHammer and James Champy (1993) ， Reengineermg the CorporatIon: 
A Manifesto for Bllsmess ReVOllltiOn. Harper Collins Publishers. 野中郁次郎監訳 (1993)~リ
エンジニアリング革命 企業を根本から変える業務革新J日経ビジネス人文庫、を参照された
し、。
3 最近、多くの上場企業でCSRリポートを作成しているが、その中で特に力を入れているの
が顧客満足度 (CS)の向上はもとより、従業員満足度 (ES)の向上にも力を注いでいる。
」 日本郵政株式会社法第5条においても、今回の改正により以下のようにユニバーサルサービ
スの義務化が明記されている。すでに指摘したように同法第5条では、 「会社は、その業務の
運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利
用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国
において公平に利用できるようにする責務を有する。」と規定されている。
今回の改正法案の成立によって、金融2社の株式売却を凍結していた「日本郵政株式会社、
郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の処分の停止等に関する法律J(株式売却凍結法)も消滅
している。
6 IS026000では、「社会の発展に寄与する責任感を有し、それに沿って行動することは、多様
な企業の利害関係者にとって有益となる」と提起している。
7 (株)ゅうちょ銀行は、 2012年9月3日に、郵政民営化法第 110条第 l項の規定に基づき、金
融庁長官及び総務大臣に、④個人向け貸付け(住宅ローン、目的別ローン、カードローン等)、
②損害保険募集(住宅ローンに伴う長期火災保険)、③法人向け貸付け(当面、証書貸付け等の
シンジケートローンで、取扱っているものと同種の商品で実施)を内容とする新規業務について、
認可申請を行った。また、(株)かんぽ生命保険も 2012年9月3日に、郵政民営化法第 138条第
l項の規定に基づき、「学資保険」の商品内容の改定の認可申請を行っている。この改定により、
未成年者に係る死亡保険の不適正な利用を防止し、保険料の低価格化が可能であるとしている。
両社は速やかな認可を希望しており、これらの新規業務の開始は、2013年4月を予定している。
これに対して、学資保険の改定に関する取扱い開始時期は、かんぽ生命の支払管理体制が未だ
に整っておらず、 2013年4月の販売開始が延期される見通しである。
8 日本郵政グ、ループにおける新たなビジネスモテ手ルの総合的な研究としては、 JP総合研究所
『新たなビジネスモデルの確立に向けて一最終報告ー12012年 12月を参照されたい。
受付日 2013年 1月9日 受理日:2013年l月25日
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